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行の「東アジアの奇跡」レポート発行（1993 年）から 20 年目を迎えた。その
間、1997 年や 2008 年の世界経済危機の影響はあったものの、「21 世紀はアジ
アの時代」と言われ、日中韓とインドなどが中長期的に見てもアジアの中でも
「世界の成長センター」であることに変わりはないであろう。もっとも、わが






を考える会」という研究会 2）の中で、ここ 20 年近く、帰国子女やその保護者










2 校舎から 3 校舎体制へ移行（1998 年度から）したものの、全体の児童生徒
数は減少傾向を示し、2012 年度調査では上海日本人学校・バンコク日本人学
















1989 1996 1997 1998 2000 2001 2002 2003 2004
日本人学校数 84 92 95 95 96 96 83 82 82
補習校数 136 174 176 181 188 188 187 188 186
私立(全日制) 15 16 15 16 13 12 11 11 9
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
85 85 84 86 88 88 88 88
185 187 195 201 202 201 203 201























































11 月３日開校の新嘉坡（シンガポール）日本小学校（教員 1 名、児童 27 名）
を嚆矢に、1917（大正 6）年 8 月 13 日開校のフィリピン・馬尼拉（マニラ）
日本人小学校（児童 24 名）、1926（大正 15）年 6 月 1 日開校のタイ・盤谷（バ
ンコク）日本小学校などが歴史ある日本人学校である。戦後の昭和 31（1956）
年には、タイのバンコクに設置されて以来、平成 24（2012）年 4 月 15 日現在、
世界 50 カ国・地域に 88 校が設置され、約 2 万人強の子どもたちが学んでいる。





















（100 ～ 499 人）と「小規模校」（99 人以下）の概要（特徴である共通点・相
違点等）は後述する。それら日本人学校数の近年の推移を図 1-1 に示した。今
世紀に入った2002年にはその数は急減している。その理由は以前にも述べた 7）



































いては後述するが、補習校数は 1995 年時点の 170 校台から増え続け、1998 年


























24 年度の全在籍者数は 200 数十名であった。学校数の推移を示した図 1-3 か
らも分かるように、近年の学校数そのものが右肩下がりの減少傾向にある。
注：同前





































　まず、最初に海外在留邦人数である。平成 17（2005）年 10 月 1 日時点で過







表 2-1 海外在留邦人数の推移 (「長期滞在者」「永住者」別 )　
2000 2005 2010 2011
長期滞在者 526,685 701,969 758,788 782,650
永住者 285,027 310,578 384,569 399,907
合計 811,712 1,012,547 1,143,357 1,182,557














2000 2005 2010 2011
アジア 163,108 260,747 312,767 331,796
北米 332,042 397,585 442,900 454,835
中南米 106,521 98,401 93,614 92,196
欧州 146,774 169,775 185,203 190,948
大洋州 51,909 72,871 91,186 95,198
中東 5,326 7,062 9,695 9,452
アフリカ 5,992 6,069 7,963 8,102
南極 40 37 28 30

























2000 2005 2010 2011
アメリカ 297,968 351,668 388,457 397,937
中国 45,977 114,899 131,534 140,931
オーストラリア 38,427 52,970 70,856 74,679
英国 53,114 53,191 62,126 63,011
ブラジル 75,318 65,942 58,374 56,891
カナダ 34,066 45,914 54,436 56,767























国・地域の上位 6 位までを挙げてそれらの推移を示した（表図各 2-3）。それ
らによると、地域別では、中南米地域のみが年々減少傾向にあり、中東地域が
2010 年をピークに、翌年は減少に転じた。それら以外（南極は除く）は、ほ
ぼ増加傾向にある。アジア地域は 2000 年から 2011 年の 10 数年で倍増した。
国・地域別では、全数の 1/3 近くがアメリカであることとブラジルのみが年々
減少している。さらに、2000 年から 2011 年で、中国は約 3 倍増、オーストラ
リアは 2 倍近く増えたのが、顕著な特徴である。
　次に、海外子女でも義務教育段階（小中学校）にある子ども数の変化である
（表図各 3）。中学校段階では、2000 ～ 2005 年に一度減少した年（2003 年）
があった 10）。2005 年以降、小中学校段階と合計ともに、2010 年をピークとし
て 2011 年には減少し、翌年には多少持ち直したものの、ピーク時までは回復
表 3  海外の子ども ( 義務教育段階 ) の数の推移　　（各年 4 月 15 日現在）
2000 2005 2010 2011 2012
小学校段階の数 37,359 42,138 49,538 47,950 49,436
中学校段階の数 12,104 13,428 17,784 17,000 17,524
合計 49,463 55,566 67,322 64,950 66,960




















出典：外務省「海外在留邦人子女数統計 ( 長期滞在者 )」より。http://www.mofa.
go.jp/2013.8.31
表 4　海外の各種学校別在籍児童生徒数の推移 ( 各年 4 月 15 日現在。ただし、1999 年
以前は 5 月 1 日現在 )
1996 1997 1998 2000 2001 2002
日本人学校在籍者数 18,839 19,206 18,555 16,699 16,843 16,516
補習校在籍者数 17,609 16,765 16,939 17,292 17,996 17,296
その他 13,292 14,109 14,176 15,472 15,953 18,234
合　計 49,740 50,080 49,670 49,463 50,792 52,046
2003 2004 2005 2006 2007 2008
16,380 16,840 17,658 18,526 18,920 19,340
16,238 16,501 15,683 16,058 16,569 16,754
19,844 20,807 22,225 23,720 23,620 25,158
52,462 54,148 55,566 58,034 59,109 61,252
2009 2010 2011 2012
18,692 18,135 18,916 20,230
16,682 16,475 16,577 17,261
26,114 32,712 29,457 29,469
61,488 67,322 64,950 66,960
出典：同上
図 4　海外の日本人学校・補習校その他、在籍児童生徒数の推移 ( 各年 4 月 15 日現在。















































































横ばい・増加に転じた。2008 年には 1997 年を超す第二のピークに達するが、
その後は再び減少・増加の波を繰り返して今に至る。すなわち、2012 年には、



















学校在籍児童生徒数の 3/4 強がこの地域に集中している。しかも、2005 年以
降では、2008 年を一つのピークに、2010 年までの 2 年間は下降線をたどった
が、2011 年には 2008 年のピークを超して 2012 年時点は前述したとおりであ











注：外務省「海外在留邦人子女数統計 ( 長期滞在者 )」より。各年 4 月 15 日現在。
表 5　海外の子ども ( 義務教育段階 ) の地域別就学形態別推移
2005 2008
日本人学校 補習校 その他 日学校 補習校 その他
アジア 12,988 803 6,322 14,602 979 8,246
北米 500 11,155 6,790 477 11,779 8,789
中南米 629 108 592 521 136 661
欧州 3,014 2,801 6,399 3,097 3,124 5,013
大洋州 170 642 1,549 151 592 1,627
中東 233 89 256 368 76 369
アフリカ 124 85 317 124 68 453
合計 17,658 15,683 22,225 19,340 16,754 25,158
2009 2010
日学校 補習校 その他 日学校 補習校 その他
13,990 922 8,410 13,764 905 10,957
469 11,505 9,519 402 11,265 11,255
509 129 711 516 108 675
3,038 3,512 4,962 2,857 3,619 7,388
150 452 1,628 128 420 1,576
433 68 433 378 76 447
103 94 451 90 82 414
18,692 16,682 26,114 18,135 16,475 32.712
2011 2012
日学校 補習校 その他 日学校 補習校 その他
14,694 914 10,890 15,952 988 10,538
387 11,317 9,576 411 11,880 9,432
540 104 756 585 89 863
2,695 3,680 5,694 2,704 3,724 5,856
137 420 1,620 148 403 1,788
369 72 454 341 87 518
94 70 467 89 90 474















3.1  「国際化」の意味 13）
　当時、気鋭の政治学者矢野 暢は「国際化の意味」を、「本来、国際化は英語







































日本からの出国者数の近年のピークは 2000 年（1,782 万人）で、2008 年（1,599
万人）にはずっと減った、等々であった。その結論が、「国際化」が進行して
いると思いきや、いつの間にか日本は内向き志向になっている、というわけで
ある。確かに、文科省が集計（平成 25 年 2 月）した「日本の海外留学状況」










　まず、図 5-1 は「日本人学校在籍者数の推移」（1996 ～ 2012 年）である。
1997年は、確かに1つのピークではある。しかし、その後、減少傾向とは言えず、
下降から上昇に転じて2008年には1997年を追い越した。さらに、2012年には、





2005 年以降であるが、その後、2008 年を一つのピークに 2 年続けて減ったが、
















































ておこう。大規模校 9 校（超大規模校 5 校も含む）のうち、8 校がアジア地域
にある。それぞれの学校によって栄枯盛衰はある。中国・上海と北京両日本人
学校は、開設後、一貫して右肩上がりの上昇カーブである。特に、上海日本人











ルドルフ両日本人学校は、1997 年以前の 1990 年前後がピークであった。中規












女数の推移」からも分かるように、2011 年度 1 年間の帰国子女数は二十数年
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　（3）「日本からの出国者数がピークに達したのは 2000 年であり、2008 年時
点ではそれより少ない」についてである。図 5-3 からも、2008 年時点ではそ
うであったかも知れない。しかし、その後 2009 年を底に上昇に転じて 2012






心に本章では見ていきたい。海外日本人学校 88 校（平成 24 年 4 月 1 日現在）
を在籍児童生徒数の規模別に大別すれば、以下に示す大中小規模校がある。大
中小の人数は、小から100人未満、中が100～499人、500人以上が大であるが、
特に 1,000 人以上は「超」をつけて超大規模校ともされる。世界 50 カ国・地
域にある 88 校の中でも超大規模校 5 校は大きい順に、上海・バンコク・シン
ガポール・香港・ジャカルタ各日本人学校である。それらの開設以来の在籍者
数推移を表図各 6 に示した。次いで、大規模校 4 校は同様にして台北・KL・
北京・デュッセルドルフ各日本人学校であるが、同上の推移を表図各 7 に示し
た。いわゆる「大規模校」は 平成 24 年 4 月 15 日 現在、9 校を数えることに
なる。しかし、以下の中小規模校 19 校の一覧（表図各 8、9）は、網羅的では
あっても、決して全てを網羅してはいない。前記大規模校 9 校を除く 79 校中







































































































表 6　　超大規模 (1,000 人以上 ) 日本人学校 5 校在籍児童生徒数の推移
1956 1964 1965 1966 1967 1969 1970 1971 1975 1976
上海
バンコク 14 112 119 172 230 320 401 444 687 657
シンガポール 27 41 89 137 171 588 715
香港 70 118 181 237 274 552 649
ジャカルタ 11 33 76 352 447
出典：  ～ 1990 年は、海外子女教育史編纂委員会編（代表　佐藤弘毅・中西晃）『海外子女教育史
　 付＜資料編＞』　海外子女教育振興財団、1991 年。1991 年以降は海外子女教育振興財団編集・発
行『月刊　海外子女教育』各年 1 月号の「ただいま何人 !?」を引用して、筆者作成。
1980 1985 1987 1990 1995 1997 2001 2005 2010 2012
上海 61 59 237 401 766 2,115 2,479 3,087
バンコク 906 960 1,026 1,457 1,717 1,997 1,731 2,174 2,494 2,733
シンガポール 1,420 2,130 1,924 2,297 2,791 2,779 2,109 1,670 1,715 1,880
香港 1,171 1,399 1,561 1,783 2,056 2,049 1,602 1,570 1,188 1,148
ジャカルタ 669 929 870 988 1,098 1,198 781 865 711 1,016
備考
上海 1987.4 開設（補習校より移行）＊ 1995.8 ～ 9 訪問、現地調査
バンコク 1956.1 開設 ＊ 1992.8 訪問、現地調査





表 7　大規模 (500 ～ 1,000 人未満 ) 日本人学校 4 校在籍児童生徒数の推移　
1953 1956 1964 1965 1966 1967 1969 1970 1971
台北 10 15 31 38 47 70 178 271 306
KL 15 23 25 42 69
北京
デュッセルドルフ 43
1975 1976 1980 1985 1987 1990 1995 1997 2001
台北 388 448 618 730 894 1,183 986 943 856
KL 127 182 283 653 504 652 1,134 1,248 998
北京 17 49 139 279 244 379 404 401
デュッセルドルフ 420 472 624 879 918 908 721 680 691
2005 2010 2012 備考
台北 799 698 776 1953.4 開設＊ 1990.8,2010.9 訪問、現地調査
KL 802 667 674 1966.9 開設（補習校より移行）＊ 1994.8 ～ 9 訪問、現地調査
北京 604 594 639 1976.4 開設（補習校より移行）＊ 1995.8 訪問、現地調査
デュッセルドルフ 552 491 528 1971.4 開設（補習校存続）
出典：  ～ 1990 年は、海外子女教育史編纂委員会編 ( 代表　佐藤弘毅・中西晃 )『海外子女教育史
　付＜資料編＞』海外子女教育振興財団、1991 年、1991 年以降は海外子女教育振興財団編集・発
行『月刊　海外子女教育』各年 1 月号の「ただいま何人 !?」を引用して、筆者作成。


















































先立つ「昭和 22（1947）年 5 月、国立台湾大学附設留台日籍子女教育班の名
称で小中学部開校」とあり、前記「昭和 28（1953）年 4 月、本校創立記念日
として 5 月には中学部を開設し、台北日本人小・中学校に改称」した。「その
後、中学部閉校（昭和 33 年 3 月）、校名を台北日本人小学校と改称（昭和 34
年 4 月）」、さらに「在中華民国日本国大使館附属台北日本人小学校と改称（昭
和 40 年 9 月）、昭和 47（1972）年の国交断行後の 12 月には、現在の台北日本
人学校の名称で発足、翌 48 年 1 月には、台北市政府教育局より、私立学校台
北市日僑學校の名称で認可」という幾多の変遷の歴史を経てきた。
　一方､（バンコク日本人学校編：1992）の学校沿革によれば、「昭和 31（1956）
年 1 月 22 日、在タイ日本国大使館付属日本語講習会として創立（小学校児童









表 8　訪問、その他の中規模 (100 ～ 499 人 ) 日本人学校 14 校在籍児童生徒数の推移
　
1967 1968 1969 1970 1972 1975 1976 1978 1980 1985 1990 1994 1995 1996 1997 2001 2005 2009 2010 2011 2012 備考
ロンドン 200 289 370 543 952 803 767 749 792 566 435 447 431 428 429 1976.10 開設（補習校存続）
ソウル 20 150 173 197 247 269 402 749 276 263 238 339 356 318 329 368 381 1972.5 開設（補習校より移行） ＊ 2009.9 表敬訪問、資料収集
マニラ - - - - 227 263 360 426 393 406 413 433 473 513 536 421 377 356 355 368 1968.6 開設
ホーチミン 15 62 86 219 239 307 326 1997.4 開設（補習校と併設） ＊ 2008.8 訪問、現地調査
ハノイ 20 36 66 106 242 223 265 279 1996.4 開設 ＊　〃
フランクフルト 120 291 244 230 254 241 230 267 314 292 281 273 1985.4 開設（補習校より移行） ＊ 1998.8 訪問、現地調査
シラチャ 93 142 198 249 2009.4 開設（バンコク日本人学校の姉妹校）
サン・パウロ 28 48 74 95 117 566 650 834 900 566 459 304 281 253 203 170 169 160 162 190 229 1967.8 開設
台中 82 117 134 111 121 126 139 126 139 158 165 195 189 1980.4 開設（補習校より移行） ＊ 1990.8,2010.8 訪問、現地調査
ニューヨーク 240 233 240 232 506 389 376 380 454 464 399 204 167 173 189 181 1975.9 開設（補習校存続）
ミュンヘン      - 65 79 81 116 139 134 127 140 161 1994.4 開設（補習校と併設） ＊ 1998.9 訪問、現地調査
シカゴ 94 142 272 286 273 257 254 232 187 190 147 139 131 147 1978.9 開設（補習校存続） ＊ 2001.8 訪問、現地調査
モスクワ 16 - 21 28 - 79 75 92 137 134 121 136 123 110 112 82 85 123 114 120 126 1967.10 開設、欧州初  ＊ 1997.8 訪問、現地調査
高雄 4 11 45 71 96 126 213 213 219 171 173 172 162 171 195 136 121 123 117 1969.11 開設（補習校より移行） ＊ 1990.8,2010.8 訪問、現地調査
出典：～ 1990 年は、海外子女教育史編纂委員会編 ( 代表　佐藤弘毅・中西晃 )『海外子女教育史　
付＜資料編＞』海外子女教育振興財団、1991 年、1991 年以降は海外子女教育振興財団編集・発行『月
刊　海外子女教育』各年１月号の「ただいま何人 !?」を引用して、筆者作成。




















































1967 1968 1969 1970 1972 1975 1976 1978 1980 1985 1990 1994 1995 1996 1997 2001 2005 2009 2010 2011 2012 備考
ロンドン 200 289 370 543 952 803 767 749 792 566 435 447 431 428 429 1976.10 開設（補習校存続）
ソウル 20 150 173 197 247 269 402 749 276 263 238 339 356 318 329 368 381 1972.5 開設（補習校より移行） ＊ 2009.9 表敬訪問、資料収集
マニラ - - - - 227 263 360 426 393 406 413 433 473 513 536 421 377 356 355 368 1968.6 開設
ホーチミン 15 62 86 219 239 307 326 1997.4 開設（補習校と併設） ＊ 2008.8 訪問、現地調査
ハノイ 20 36 66 106 242 223 265 279 1996.4 開設 ＊　〃
フランクフルト 120 291 244 230 254 241 230 267 314 292 281 273 1985.4 開設（補習校より移行） ＊ 1998.8 訪問、現地調査
シラチャ 93 142 198 249 2009.4 開設（バンコク日本人学校の姉妹校）
サン・パウロ 28 48 74 95 117 566 650 834 900 566 459 304 281 253 203 170 169 160 162 190 229 1967.8 開設
台中 82 117 134 111 121 126 139 126 139 158 165 195 189 1980.4 開設（補習校より移行） ＊ 1990.8,2010.8 訪問、現地調査
ニューヨーク 240 233 240 232 506 389 376 380 454 464 399 204 167 173 189 181 1975.9 開設（補習校存続）
ミュンヘン      - 65 79 81 116 139 134 127 140 161 1994.4 開設（補習校と併設） ＊ 1998.9 訪問、現地調査
シカゴ 94 142 272 286 273 257 254 232 187 190 147 139 131 147 1978.9 開設（補習校存続） ＊ 2001.8 訪問、現地調査
モスクワ 16 - 21 28 - 79 75 92 137 134 121 136 123 110 112 82 85 123 114 120 126 1967.10 開設、欧州初  ＊ 1997.8 訪問、現地調査
高雄 4 11 45 71 96 126 213 213 219 171 173 172 162 171 195 136 121 123 117 1969.11 開設（補習校より移行） ＊ 1990.8,2010.8 訪問、現地調査
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表 9　訪問した小規模 (100 人未満 ) 日本人学校 5 校在籍児童生徒数の推移
1969 1970 1971 1972 1975 1978 1980 1985 1986
ニュージャージー
シドニー 33 76 120 171 218 278 329 407 382
イスタンブル
メルボルン 96
リオ・デ・ジャネイロ 53 115 219 307 392 169 156
1990 1991 1995 1996 1997 2001 2005 2009 2010
ニュージャージー 53 74 79
シドニー 404 419 302 261 219 162 129 87 86
イスタンブル      - 52 54 51 47 67 74 69
メルボルン 157 147 102 95 87 78 51 62 46







シドニー 88 68 1969.5 開設（補習校より移行）＊ 1994.8,96.8 ～ 9 訪問、現地調査
イスタンブル 76 64 1991.4 開設（補習校と併設）＊ 2006.8 ～ 9 訪問、現地調査
メルボルン 40 47 1986.5 開設（補習校より移行）＊ 1994.8,96.8 ～ 9 訪問、現地調査
リオ・デ・ジャネ
イロ 9 12
1971.8 開設（補習校より移行）＊ 2004.8 訪問、
現地調査
出典：～ 1990 年は、海外子女教育史編纂委員会編 ( 代表　佐藤弘毅・中西晃 )『海外子女教育史　
付＜資料編＞』海外子女教育振興財団、1991 年、1991 年以降は海外子女教育振興財団編集・発行『月
刊　海外子女教育』各年１月号の「ただいま何人 !?」を引用して、筆者作成。







































5 校のうち、バンコク・シンガポール・ジャカルタ各日本人学校 3 校はそれぞ
れタイ・シンガポール（都市国家） ・インドネシアという一国の首都にある。












在は虹橋（ホンチャオ）校と浦東（プートン）校（2006 年 2 校舎体制）にな






チャに新たな日本人学校が開校したのは、2009 年 4 月であった。
　現在、500 ～ 1,000 人の大規模校は 4 校あるが、ドイツ・デュッセルドルフ
日本人学校以外の 3 校を、筆者は訪ねたことがある。その中の台北・KL 両日
本人学校は、かつて 1,000 人を超えたことがある、アジアのなかでも老舗に入
る学校であろう。台北日本人学校の戦後学校沿革史の概略は先述した。日中の
国交樹立（1972 年）により、1990 年の 1,183 人をピークに減少傾向にある。
しかし、2010 ～ 12 年はやや増加回復基調にある。日本との国交断交後、日系
企業の本格的な大陸移転は 1990 年代に入ってからであろう。KL 日本人学校
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も立派な印象を受けた。抱える都市人口面でも、台北市に次ぐ第 2・第 3 の都
市が、高雄市・台中市であるのは今もそうである。初回訪問時以降、台中市に






ている。2012 年時点では、高雄 117 名と台中 189 名で初回訪問時とは逆転し

















　次に、特筆すべきことは、1994 年 8 月と 1996 年 8 ～ 9 月の過去 2 回訪問し
たオーストラリア・シドニー、メルボルン両日本人学校についてである。シド
ニーは 1991 年がピークの大規模校になる直前までを経験した中規模校であっ
たが、2006 年にはついに 100 人を切って小規模校になった。メルボルンは、
シドニーがピークの 1 年前 1990 年がピークの中規模校であったが、1996 年に
























































・ 13C. 末頃　Temasek（テマセク : 海の町）から、マレー語の Singapura（シ
ンガプーラ : 獅子の町）へ改名、1800 年代までは淋しい漁村





・ 20C. 初め頃　人口は 20 万人を超える、民族構成も華人系約 75%・マレー系
約 15%・インド系約 6,7% と、現在とほぼ同じ比率になる






・ ～ 1965 年 8 月 9 日　マラヤ連邦の一州であったが、マレーシア中央政府か
ら分離独立してシンガポール共和国の誕生
・ ～現在　リー・クアンユ－初代首相の長男リー・シェンロンが第３代首相で
ある、人口は約 518 万人で民族構成は華人系約 75%・マレー系約 14%・イ















・1912 年 11 月 シンガポール日本人学校（ミドルロード）開校
・1920 年 9 月 ウォーターローストリートに新校舎完成
・1933 年 3 月 創立 20 周年記念式典開催
・1941 年 12 月 閉校
・1942 年 8 月 国民学校として再開
・1945 年 8 月 終戦により 34 年の校史に幕を閉じる
・1966 年 9 月 ダルベイエステートにて開校
・  同  年 12 月 シンガポール政府より私立学校として正式認可
・1968 年 4 月 スイスコテージに移転
・1970 年 4 月 中学部開校
・1971 年 8 月 ウェストコーストに新校舎が完成して移転
・1976 年 3 月 クレメンティに新校舎が完成して移転
・1984 年 4 月 小中学部の校舎分離でウェストコーストに新中学部開校
・1986 年 4 月 学校組織の改正で小中学部 2 校長制が実現
・ 1995 年 4 月 小学部がクレメンティ校（1 ～ 4 年生）とチャンギ校（5 ～
6 年生）の 2 校体制





・1992 年 10 月 日本人会の一室で小規模な補習校としてスタート
・1994 年 5 月 学校名「シンガポール日本語学校」とする
・   同 年 10 月 本国外務省と文部省（当時）から正式な補習校として認可
・   同 年 12 月 学校名「シンガポール日本語補習授業校」に変更
・1995 年 1 月 外務省援助対象校として認可
・   同 年 4 月 シンガポール日本人学校クレメンティ校校舎の一部を借り
て本格的に開校
・1996 年 6 月 シンガポール教育相より正式な学校として認可















































































使われている名称で、現地政府への登録名は、The Japanese Supplementary 















































































































































調査者：上久保 達夫を含む 3 名　
調査対象者：「なでしこ会」会員 4 名
・調査者 3 名（筆者を含む）の自己紹介（約 10 分）












　Ｉ さん［「なでしこ会」役員］：今年小学校 1 年［満 7 歳］になった男の子が
いる。日本の夏休みは約 1 か月だが、台湾は約 2 か月ある。9 月始まりで
ある。日本の夏休み前の何週間かを日本の学校へ体験入学［正式名称では
ないらしい］した。実家の所在地は、東海地方の K 市である。



































　A さん：2 人の子どもがおり、上は 15 歳（台北アメリカン・スクールの 10


























































































 1）例えば、（上久保 達夫：1995-97）やそれらのまとめ （上久保：1999）を参照。









 5） 日本人学校の第二次世界大戦前などの歴史的記述は、（小島 勝：1999）を参照した。
 6） 年号は、適宜、日本の元号か西暦のどちらか、あるいは併記する場合もある。
 7）（上久保：2008  123） の表 4 の注を参照。











 9） （寺島 実郎：2010 ）を参照。
10） （上久保：2008  123 ）の表 3 を参照。











14）15）16）（矢野：1986  160）を引用。 
17） （財団編：2013c  4-8）を参照。
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